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時間の超過・時間の決済
ーその社会学的接近に向けて一
1 .はじめにー〈時間〉という変数
藤村正之
「時間の社会学」というテーマはおそらく誰もが考えてみたいと一度は恩い
つくテーマではないだろうか。しかし、それが本格的に展開されることは比較
的少ない。それには、 〈時間〉が「過程」という、あまりにも自明な変数とし
て社会事象に潜在化しており、それを単独で析出することが容易でないこと、
逆に、 〈時間〉を単独でとりだした場合、あまりにも哲学的なあるいは物理学
的な問題としてしか議論を組立てられないことなどの要因が存在していよう。
しかし、社会学においても、自己組織性論、ライフコース論、歴史社会学な
ど近年の研究視角のいくつかにはあきらかに〈時間〉を強く意識した研究視角
あるいは背後仮説的に導入された研究視角が登場している[藤村，1992]。自
己組織性論におけるプロセスの自己把鍾のメカニズム化、ライフコース論にお
ける歴史的 1回性の刻印、歴史社会学における認識や感覚の時代拘束的な相対
性など、各々の譜論への〈時間〉の取り込み方は一線ではないが、現象を 1時
点・当該時点のものとしてだけでは把握できないという関心がそれを支えてい
るといえよう。これらの関心を、ラベリング論を展開したペツカー (Becker，
H.s.)がすでにふれているような計震論的な比喰をとれば、重回帰分析におけ
る変数の共時的影響性から、パス解析における変数の累積的・経路的影響性へ
の関心の変化ということもできる [Becker，1963=1978]。歴史社会学におい
ても、 「経路依存性 (passde戸ndency)Jという概念があり、事象に関わる
要因群が生起する順序が重視されているのも同様のことであろう[河野，1992]。
それらの視角は、独立変数と従属変数の間にある媒介変数としての時聞を従来
より重視していこうとする研究とまとめられる。
他方、現代社会においては、媒介変数としてよりは独立変数に近い形で時聞
が主題となるような社会事象も存在し、ときにはそれが社会問題と化している
ものもある。そのことは、高度消費社会のただなかにある日本において、日常
生活での時間配分が本人の生き方をも規定するような重要性をおびつつあり、
その結果、時間の希少性がますます強く感じられるという関係をしめしてもい
よう[藤村，1995]。本稿の課題は、すでに考察されている社会学理論への媒
介変数としての〈時間〉変数の導入とは角度を変え、 〈時間〉が独立変数的に
より主題化された社会事象のいくつかに関して、その要因連闘を確認し、そこ
に潜む問題性について考察していくことである。まず、第2節では、 〈時間〉
の問題を近年私たちにきわだった形で提示した「ドーハの悲劇」という事象に
ふれることで、その構成要因から、 2つの〈時間〉とその調整という問題を確
認することとする。つづく、第3節、第4節では、現代日本における主題化さ
れた〈時間〉問題の格好のトピックスとして、各々、労働問題としての「サー
ビス残業」、福祉サービス問題としての「時間貯蓄制度」を社会学的な観点か
ら考察する。最後に、第5節では、それらの事例の検討をふまえ、 2つの社会
事象に見られる現代的な〈時間〉の問題を、時間の超過、時聞の決済という視
点から把纏し、社会学的な問題として整理しなおす。そこでの着目点は、時間
・貨幣・信頼の関連である。以上の考察を通じて、 「時間の社会学」の多様な
後近と展開可能性の一端をしめすことが本稿の目的でもある。
2. ロス・タイムの構造ー「ドーハの悲劇」
日本のサッカー・ファンに、 「ドーハの悲劇」として記憶される事象がある。
1993年10月、中東カタールのドーハでおこなわれていたサッカ-w杯・アジア
最終予選で、日本チームは、ロス・タイムにはいってイラクに同点ゴールを許
し、アメリカ本大会出場の夢を断たれた。審判がホイッスルをふいていれば試
合は終了し、日本は予選1位で突破するはずであった。その時聞は17秒であり、
?
日本チームは試合時間90分17秒自に同点とされたのである。 1930年に始まった
W杯本大会に 1度も出場していない日本にとって、プロサッカー・ Jリーグが
発足した93年は悲願達成のまたとないチャンスであったが、それはまたも夢と
して終わった。
テレビ視聴率が48%にも透した日本一イラク戦でおこった「ドーハの悲劇」
はもちろんそれを「悲劇」として語る日本国民の社会心理的事象としても検討
できるが、本稿の課題である〈時間〉の問題をある側面から私たちに提示する
ものとしても考察できる。
「ドーハの悲劇」は私たちに2つの〈時間〉の存在を明確にしめすことにな
った。その2つとは、形式時間と実質時間であり、あるいは、単純な経過時間
と試合の正味時間と言ってもいいかもしれない。サッカーの試合時聞は一般に
前後半45分ハーフの計90分である。したがって、 90分17秒に得点するというこ
とは論理的にはありえない。しかし、経過時間と正味時間の2つの時間の聞に
ズレが発生することによって「悲劇」はおこったのである。この2つの時閣の
ズレという視角は、次節以降で検討するように、現代社会の社会事象のいくつ
かに「時間の社会学」として援近していくことの可能性を私たちに示唆してく
れる。
「ドーハの悲劇」の検討では、それを構成する複数の要素に着目することが
できる。第1に着目すべき要素は、判定者ならぴに判定媒体である。一般に、
一定時間内で試合をおこなうスポーツでは、試合終了の判断が審判の時計判断
にまかせられるものと、械械計測にゆだねられるものとがある。前者はサッカ
一、ラグビーなどであり、後者はアメリカン・フットボール、パスケヅト・ボ
ール、アイスホッケーなどである。そこでは、時閣の開始点と終結点の設定が、
またその聞の時間量の確定が、それぞれの媒体を通しておこなわれる (1)。
この審判判断と機械計測の性格の違いを考える際、社会史家のル・ゴフ
( Le Gof， J. )の概念にあてはめてみることができる[LeGof，1鮪0=1979]。
それは「教会の時間」と「商人の時間」という考え方である。 r教会の時間」
とは神学的時間であり、神とともにはじまり、神によって支配されている時間
である。時間は本来、神のものと考えられていたから、商売とはいえ神の時聞
を売って、それから利子をとるのは神への冒涜だとされ、 13世紀においては利
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子徴収を禁ずる「徴利禁止法」が、神学者や教会法学者によって体系づけられ
た時期がある。他方、近代化が進むにつれて浸透してきたのが「商人の時間」
である。 r商人の時間」とは、時閣を組織的・計画的に利用し、利潤を得ょう
とすることであり、時間も貨幣と同様に正確な計測を要するものと把握される
ようになってくる。商人にとって時聞は貨幣となり、やがて貨幣は資本へと転
化していく。 r時計をもつものは時聞を支配し、時間を支配するものは労働を
支配するJ [角山，1984:22]ことになっていったのである。
15世紀に、ヨーロッパの各都市で、時計台などの公共用機械時計が出現した
ことは、 「商人の時間」が「教会の時間」に対して新たに挑戦を開始していく
象徴となっていった。本稿におきなおせば、 「教会の時間」は審判判断に対応
し、 「商人の時間」は機械計測に対応、する。サッカーの場合、審判は試合の中
において、その権威において神であると言ってよかろう。いまや、 「教会の時
間Jをつげる鎗は審判のホイッスルであり、 「商人の時間」たる庁舎の大時計
は電光掲示板となった。産業化の進展による「教会の時間」から「商人の時間」
への移行と同様、スポーツの世界でも時間判断は人聞から機械へ多く移行しつ
つある[多木，1995]。その中で、サッカーの世界は「教会の時間」という態
度をかたくなに守っていることになる川。
第2に着目すべき要素は、領失された時間の存在想定とその補撲があがる。
ロス・タイムすなわち「失われた時間」とは、本来の試合時間内部において、
けがの処置や判定不満の抗議などで使われてしまった時聞を後に補填するもの
である。それはしかたなく補填されるものであるが、逆に、意図的にロス・タ
イムをつくりだすような「時間を稼ぐ」行為は、試合の円滑な進行を妨害する
「遅延行為」として注意される。
機械計測のスポーツの場合、試合の中断ごとに時計がストップし、失われた
時聞はその都度、試合時間外として処理されていくので、原理上ロスタイムは
存在しない。他方、審判判断のスポーツの場合は、中断時間が後のロス・タイ
ム時間となるが、経過時間をしめす時計はそのまま動きつづけているため、審
判がそれをどの程度見込んでいるのかは、試合終了になるまでプレイヤーや観
客にはわからない。試合終了になって、経過時聞から正味時聞を差し引くこと
によって、・審判が見込んだ失われた時聞がわかる。ロス・タイムとは、試合の
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正味時間を確保するために、審判によって想定される失われた時間分を時間超
過し、事後的に処理する仕組みなのである。ロス・タイムを組み込むことによ
って、時間超過という形で試合時聞は正確にいわば決済されることになる川。
ここで、もうひとつ確認されなければならない点がある。現実の試合におい
て、経過時間と正味時間の2つの時間にはズレが発生するのだが、決められた
試合時間というルールは守られなければならない。したがって、ロス・タイム
に得点された時間の公式記録は試合終了から逆算されて記録されることになる。
「ドーハの悲劇」の同点ゴールは90分17秒におこっているはずなのに、公式記
録は r89分」とされている。ロス・タイムが正味時間におさまるように読み替
えられ、ズレていたはずの2つの時聞は最終的には整序される。ロス・タイム
という時間超過をおこなうことによって正味時間を確保し、実質的に決済され
た試合時聞は、再度すべてを試合時間内の出来事として公式記録化することに
よって形式的にも決済されることになる。公式記録時間には二重に決済された
結果が記載されることになる。
「ドーハの悲劇」とは、私たちに2つの時間というものの存在とそのズレへ
の対処方策の存在を教える。それは、時間の超過・時間の決済という言い方に
換言することもできる。しかし、このような時閣の超過・時間の決済という現
象はなにもスポーツに限られるものではない。スポーツは、その劇的な性格に
よって、その事象を私たちの眼前に色鮮やかに見せるにすぎないのである。時
聞の超過・時聞の決済という現象は形を変えて、社会事象の中に潜在している。
「ドーハの悲劇」を一例とする、ここまでの〈時間〉問題の考察をふまえ、以
下の2節では、現代日本社会の2現象をとりあげていこう。
3.時間超過をめぐる社会問題ーサービス残業
1 .サービス残業の仕組みと実態
1980年代、 FamicomとKaraokeで海外への文化進出を果たした日本の労働
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現象を適確に象徴し、海外でも通用する 2つの言葉がある。 “Karoshi"と
“unpaid service overtime"である。日本語で言えば、前者はそのまま「過
労死」、後者は「サービス残業」となる。過労死は全国で 1年間に 1万7千人
も該当者がいるとも推測され、自動車事故死亡者が 1万人から 1万数千人であ
るのに比べれば、その多さがわかる。そのような過労死をもたらす原因のひと
つは、現代日本の労働時間の長さであり、その長時間さは各国から時間短縮を
迫られる国際的な問題ともなっている。 1992年時点での総務庁『労働力調査』
において、 700万人に近い労働者が週60時間以上働いているが、彼らが年50週
勤務するとすれば、年間労働時聞は3000時聞を越えることになり、彼らの労働
時聞は国家目標とされる1800時間には速くおよばない。
しかし、日本の長時間労働は、労働時間の長さが問題なだけでなく、労働時
間に対する手当が不払いであることが箪なっており、それがサービス残業と呼
ばれる現象になる。サービス残業とは、上司からの残業命令がないのに、労働
者が自発的にサービス(奉仕)をして残業をおこなうことであり、しかも、自
発的なサービスであるがゆえに、残業賃金が請求されず、ただ働きになること
である。サービス残業の現実的形態は、長時間残業にとどまらず、早出出動、
持帰り仕事、休日出動などの多様な形態におよび、賃金の増額や手当の保証な
くそれらがおこなわれていることになる。それは、所定内労働時間や賃金が支
払われる残業時間内ではとてもこなすことができない高いノルマ設定を設定し
ておきながら、コストは削減したいという企業側の要求に、労働者が無報酬で
応えることで成立している[経済企画庁，1991]。
リクルート・リサーチが1990年に20歳から49歳の民間企業・官公庁勤務の男
性3047名から回答をえた『首都圏ビジネスマン転職実態調査』によれば、月間
残業時聞は平常月で37.6時間、多忙月で62.5時間にのぼる。非管理職について
尋ねた残業手当の支給状況は、 「残業時聞はすべて残業手当が支給される」
54.9%、 「支給される残業手当に上限があるJ13.1%、 「残業時間に関係なく、
一定額の手当が支給されるJ5.4%、 「残業手当は支給されないJ24.9%とな
っている。業種別に見て、 「残業時間はすべて残業手当が支給される」比率の
低いところは、銀行・保険・証券の31.0%、商社・営業の38.5%であり、官公
庁においてもその比率は43.9%にとどまる。総じていえば、半数に近いものが
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残業時間に見合った収入を得ていないことが確認される[森岡，1伺5:133-135]。
1980年代後半から、日本でも「時短政策」が声高に語られるようになってき
たが、その裏で「サービス残業」が色濃く進行してもいる。なぜなら、 「時短
政策」のムードが強くなればなるほど、それと対抗関係にある「残業」は水面
下で行われていくということになるからである。 r残業」をしていても書類上
は〈残業〉としない、あるいは残業手当の支給可能範囲内にとどまるように時
聞を過少申告することは普通におこなわれていることでもある。それは、経過
時間と正味時聞を一致させるという、サッカーでロス・タイム中の得点時闘が
公式記録において修正されるという決済の仕方と本質的に同様の現象である。
その2つの時聞の差異の中に、単なる「残業」ではない、不払い労働としての
「サービス残業」がうみだされていくことになる (4)。正式な書類に残らない
サービス残業の労働時間の立証は困難であり、過労死かどうかの労災認定にと
って大きな壁ともなっている。
図1 年間労働時間の推移
「で加8少浮型犯関噂処似単車実どい
____2212 ノト~2223222レノヘ、J2232223 2223 2223 2223 2212 
2，2'∞r -~が~ー←γー~一
l 可惇.，.0--0ー →一- てで士ご二 ----0-ー へ党ご 2052l '0"'" 毎月勤労相十淘査 ・ 、..:，:;
出典..労働省 r毎月勤労統計調査』
労働省『賃金権造基本統計調査J (賃金センサス)
総務庁『労働力調査』
資料出所[森岡，1995:74] 
そのような記録に残らないならば、逆に、サービス残業の時聞が存在すると
言えるのか。そのような時間の存在の板拠としては、賃金が支払われた時聞を
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事業所の賃金台帳に基づいて集計した労働省の『毎月勤労統計』と、賃金の支
払いに関わらない労働時聞を労働者自身の調査に基づいて集計した総務庁『労
働力調査』の聞に労働時間の差異があることが指摘されている。 2つの労働時
間の差異は図 1のようなグラフとなって現れる。この差異の存在に基づき、経
済企画庁は、 1989年において年間約340時間のサービス残業が存在したことを
公的な文書で指摘している[経済企画庁，1991J。経済学者による、そのよう
なサービス残業の試算によれば、 1人あたり年間不払残業時聞は441時間であ
り、 1人あたり年間不払賃金も79万5千円、日本全体での不払賃金は27兆円に
およぶ。残業賃金が支払われた範囲で考えれば、実質残業賃金の時間単価は
412円にとどまると計算されている[森岡，1995:144-145J。
2.サービス残業の理由
では、なぜ残業時聞が長くなるのだろうか。まず、言うまでもなく、経営側
にとっては、同一人物を長時間働かせることによって、別な労働者を採用した
場合の賞与、通勤手当・家族手当、研修や養成の教育訓練費、社会保険や福利
厚生にかかるコストを抑制することができるという利点があることになる。
『労働白書.lI (1992年版)の指摘によれば、別な労働者を新たに雇うより、現
在雇っている労働者を残業させたほうがコスト的に有利という状況は、残業手
当の割地率を現行の25%から63%程度に引上げたときにようやくなくなるとい
う[労働省，1992]。現実的には、そのような割増率は不可能であろう。
しかし、そのような経営側にとっての利点が確かにあるとしても、悪玉・資
本家が労働者を鎖でしばりつけているわけではない。労働者側にもそうせざる
をえない理由あるいはそうしてしまう理由があるのである。主なポイントをあ
げてみよう。 a.残業手当をもらうのが常体化し、すでに生活給の一部と化し
ており、そのままずるずると手当のでない時閉までサービス残業をしてしまう
こと ωob.仕事の質の向上あるいは“納得のいく"仕事を求めて基準を高
く設定するという日本的勤労のエートス。 C. “自分の勉強"のためにという
意識。 d.将来の界進を考えて上役ににらまれたくないという心理や達成業績
が低いのに残業手当を申告することの気まずさ。 e.国際化の進む経済環境の
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中、欧米の日中に対応して仕事をしようとすると日本では夜間とならざるをえ
ないこと。まとめれば、功利性、仕事の美学、自己研績、周囲への配慮、仕事
のグローパリゼーシヨン化などの諸要因がサービス残業をより進めることにな
ったと考えられる[本多・森岡，1993]。
そのような「働きすぎ」を背後で促進しているのが高度消費社会の進展であ
ろう。多くのものが貨幣によって購入・消費できる一方、消費によって地位が
さらにはアイデンテイティが確認される時代には、それにみあった収入を確保
する必要がある。そこにおいて、長時間労働での収入増加と過剰消費の循環か
ら逃げ出せない精進がつくられていく[議村，1995]。しかも、消費によって
得られる満足は短時間しか有効でない。新たな商品や微細に差異化された商品
が消費対象として次々に求められていく。他方、高度消費社会の中でも、住宅
や車など高額商品はローン返済を前提に購入されざるをえない。約束された返
済は労働者の逃げ場をさらに奪っていく。
1978年のアメリカ労働省の調査を引用したペスト (Best，F.)によれば、将
来の自由時間と所得の上昇のどちらを選択するかでは、将来の10%の賃上げに
対して、自由時閣の増加のみを希望するもの47.3%、自由時間のため賃上げの
7%を断念11.6%、自由時間のため賃上げの4%を断念25.4%、賃上げのみ希
望するもの15.6%であった[Schor，1992 = 1993:182]。将来に向けての所得上
昇の希望は必ずしも強いものではない。日本でも、総理府が1971年以来おこな
っている調査では同様の結果がでている。他方、 1989年に新卒予定者に問うた
労働省調査では、残業について「手当がもらえるから、やってもよいJ62.5%、
「手当てにかかわらず、仕事だからやるJ23.0%の合計は85%に達し、 「手当
がもらえてもやりたくないJ14.0%を大きく上回っている。同様に、 「デー ト
の約束があるのに残業を命じられたら」という設問でも、 「デートをやめて仕
事をする」は62.3%であり、 「残業をことわってデートする」は35.4%にとど
まった。設問と調査対象によるという限定をふまえつつも、週休などに強くこ
だわる若者たちでも当該日の残業への抵抗感は弱く、収入増への期待が確認で
きる場合もあることになる[労働省，1989]。賃金より時間重視という志向も、
現実的な高度消費社会の進展が要求する金銭観の中では、ある程度の留保が必
要となる。
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3.長時間労働の社会学的含意
長時間労働の問題を考える際、ここまでの記述に加えて、現時点ではさらに
2つのことに関心をはらうべきであろう。ひとつは、マクロ・レベルで見た場
合の、その近代化・産業化的な含意であり、もうひとつは、労働時聞にみるジ
エンダー性である。
第 1に、長時間労働と近代化・産業化の関連の検討が求められる。労働の長
時間化は、日本だけの現象ではないとも指摘される。アメリカでも、 1970年代
からの20年間に労働時間はほぼ1か月分長くなったと言われ、時短の目標とさ
れたヨーロッパでも労働時聞の伸ぴが目立ちだしたと言う[日本経済新聞社，
1995]。そのことは、 “資本制あるいは産業化の進展は、余暇の増大をもた
らす"という私たちが慣れ親しんできた仮説に疑問符をつきつけることになる。
18世紀中頃、マルクス(Marx， K.)やエンゲルス (Enge18，F.)によって批判
された労働問題の一部は解決されてきたと言ってよいだろう。だからこそ、先
の仮説は信源性をもって私たちに響いてきたのだと言える。しかし、ショアー
(s<加r，J.)によれば、それについては、歴史の一時期に、労働時間短縮が一
部可能であったのだという限定つきの理解が必要だとされる。それを可能にし
たのは、労働運動の成果である[Scbor，1992 = 1993]。先の仮説は経済人類学
の知見によっても相対化される。来開社会は私たちの想像に反して、自分たち
の能力以下に働く「過少生産構造」のもとで、短い労働時間で、ある種の自由
を享受していたのである。むしろ、産業化こそが私たちを「終身重労働」に追
い込んだのである [S油1泊8，1972=1984]。すなわち、 「市場システムは長時
間労働を要求するJ [山内，1伺 4]という仮説こそが今検証されなければなら
ないものとなっている。日本的勤労特性の色合いをおびたサービス残業問題は、
資本制の展開ともからんだ文明史的問題として検討する必要もある。
第2に、ジェンダーへの社会的関心が増している今日、労働時間にもジェン
ダー性が色漉く反映していることを確認しなければならない。性別役割分業を
しめす言い方はいろいろあるが、労働の現場で現在進行しているのは、 「男は
残業、女はパート」という区分である。男性は「セブン・イレブン社会」と評
? ?
される午前7時に家を出て、午後1時に家に戻るという勤労生活を営み、サー
ビス残業の主要な担い手となっている。サービス残業によって男性が失ってい
るのは不払い賃金であるとも言えるし、家庭で過ごす時間とも言えるのである。
それに対し、女性でもパートという身分でフルタイム的に働く人々も出始める
一方、女性たちは勤務先での労働が終わったあとも、自宅に戻って「セカンド
・シフト」たる家事労働に従事する [Hochchild，1989=1990]。共稼ぎ夫婦で
あっても、家事・育児の主宰が委によっておこなわれることが多い以上、委の
心理的・肉体的負担は減少せず、むしろ、家に帰っても女性だけが家事労働に
従事することによって、年間3.4か月の超過勤務をこなしていると計算されて
いる[森岡，1995:185]。女性を中心とするパート比率の増加は見かけ上、日
本の勤労者の平均労働時聞を押し下げる方向にはたらく。しかし、それは、結
局、誰も思恵にあずからない虚構の〈時短〉を達成するにすぎないのである。
これまで経済現象の視野の外にあった家事労働{引を「アンペイド・ワーク
(unpaid work) Jとしてとらえ、そこに単価計算を試みたり、時間利用のジ
ェンダ一位を見ょうとする研究も出始め、各種の統計整備が求められてもいる
[女性のアンペイドワーク研究会，1995]。サービス残業も、 「アンペイド・
ワーク」の一種として把握し、家事労働の背後にある社会的メカニズムとの関
連を視野にいれたうえで、比較・検討していく必要もあろう。
4.福祉サービス連鎖の仕掛け一時間貯蓄
1 .時間貯蓄制度の仕組み
サービス残業につづいて、もうひとつ、現代日本で時間に強く関連した社会
事象を見ていこう。それは、近年、社会福祉領域における住民参加型福祉サー
ビス提供団体で試行されている制度である。 r時間貯蓄(タイムストック)J 
制度と言われる仕組みがそれである[藤村，1994]。それらの団体の活動は、
住民が参加する形態をとって、活動参加者(r協力会貝」などと言われる)か
? ??
ら老人や障害者(r利用会員」などと言われる)に福祉サービスを提供する一
方、その活動の対価として、サービス利用者から団体に利用料を払い、その団
体からサービス提供者に活動費が渡されるという仕組みによって精成されてい
る(図2a)。時間貯蓄制度は、そのような仕組みをさらに一歩進め、活動に
対する対価を当該時点で貨幣で受取るのではなく、その活動時間を〈貯蓄〉し
ておき、将来自分や近親者が福祉サービスが必要になったとき、その貯蓄され
た時間分をいわば引出してサービスを受けようとするものである(図2b)。
これらのサービス提供団体は、本来個別の要介護者一ボランティアの2者関係
でおこなわれていた福祉サービスを、貨幣を媒介させながら複数の人々の聞の
組織化された利用ー提供関係に変えていくという性格をもっていたのだが、そ
れに加えて、時間貯蓄制度では時聞を媒介にさらに連鎖的なものとして来来に
向けて拡大する方向を機索することになる。時間貯蓄制度の浸透と完全な実現
には今後とも楽観は許されないが、その構想には現代性が刻印されているとと
もに、いくつかの検討すべき点がふくまれている。
第 1に、当然だが、そのサービス提供団体が時代を越えて存続しつづけ、消
滅しないことが必要となる。個人から見れば、地域移動をした場合の対応策が
求められるということになる。住民参加的に福祉サービスを提供する団体は近
年急増してきているが、その数はまだまだ僅少と言わざるをえない。現状では、
この種の団体の少なさから、自らが住んでいた地域を、転勤などなんらかの事
情で隠れた場合、その行き先に同様の団体があるという保証はない。たとえ、
あったとしても、その仕組みに相違があれば、制度の同じような形での運用は
難しくなる。近年は、退会や団体の解散時の現金での精算という方法の検討と
ともに、地域移動問題を解決すベく、この制度の広域ごとあるいは全国のネッ
トワークをくもうとする動きもある。ネットワーク化など広域運用の動きのな
かでは、個別の団体が存続できなくても、ネットワーク・システムの存続によ
ってサービスを保証しようとすることになる。ただし、そこでも各団体のサー
ビス内容、料金体系の違いをどのように調墜するかがポイントになっている
[土居，1伺'5:84]。
第2に、 2時点以上での貨幣価値の変動に対応する工夫、インフレーション
対策が求められる。なぜなら、例えば現在 1時間600円でおこなわれている
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図2 時間貯蓄制度のメカニズム
•. 1 時点間 b. 2時点間
Dl 
何一:貨幣.".・・:サー ビス.'1-'.:時点の変化)
サービス提供者の活動と同様の活動を未来の一定時点で確保しようとするなら
ば、その時点の貨幣価値にみあって、 1時間のサービスを確保できるだけの金
額が準備されていなければならないからである。もちろん、これには、 「時間
貯蓄」は時聞を蓄えるわけであり、次代のサービス提供者も「時間貯蓄」をし、
さらにその次の代のサービス提供を引き出していくという連鎖がつづくのだか
ら、サービス時間数の管理だけがおこなわれればよく、貨幣価値の変動は問題
??
ないという考えもある。しかし、未来のサービス提供者が時間貯蓄ではなく、
貨幣の即座の支払いを要求する場合もありうるのだから、そのときには、時間
数にみあった貨幣が支払い準備されていなければならない。したがって、支払
いが延期され貯蓄された資金はそのまま眠らせておくわけにはいかず、その資
金を市場運用することによって基金を拡大していく必要がある。住民参加型で
福祉サービスの提供をおこなうという互酬的な志向をもってスタートした団体
が、大口定期預金などの市場交換によって裏支えされなければならないという
皮肉なことになる[兼間，1993]。
第3に、この制度は未来のサービス提供者をつねに開発しつづけなければな
らないものである。第2の点でふれたような形で支払い貨幣の確保は解決する
としても、それは実際のサービス提供の確保とは異なる。サービス提供は、現
場で直接に、個別性に応じておこなわなければならないものである以上、サー
ビス提供者がその時点のその場で確保できなければ意味をなさない。したがっ
て、提供団体は、個々のサービス提供者の確保とその質の維持にカを注がなけ
ればならない。金銭が保証されても、人がいなければなんの意味もないのであ
る{円。
2.時間貯蓄制度の社会学的合意
それでは、 「時間貯蓄」制度が私たちに明らかにした社会学的含意はどんな
ものであろうか。この制度は、未来のサービス提供が確実におこなわれると信
頼して、団体の活動に参加し活動することで、 「予言を自己成就」していく。
自分がサービス提供したので、その分、未来の世代の誰かが自分にサービス提
供をしてくれ、そのサービス提供をもって、未来の世代の誰かへのサービス提
供がさらに次の世代の誰かによって担われH ・H ・という展開がなされていく。無
限の連鎖的循環への信頼なくして、この制度は現実には成立しない(図2c)。
そのような連鎖的循環に着目すると、この制度は直系家族制における「家」
制度的老親扶養と類似した構造をもっていることに気づかされる。 r家」を維
持しながら、後取りが老いた親の面倒をみ、自分が老親になったときの世話は
自分の子どもが、自分の子どもが老親になったときの世話は孫が、孫が老親に
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なったときの世話は曾孫が……という行為がおこなわれていく。時間貯蓄制度
は「家」制度的老親扶養とのシステム的類似性のもとにある。その類似性は、
かつて、ペル (BeU，D.)が脱産業化社会における新たな価値観とパースペク
テイプとして提起した「公共家族」という発想へとつながっていく [Bell，
1976=1977J。さまざまな家族の危機が言われるなか、問題をある種公共の
ものとして措定しなおすことでリスクを分散しつつ、集合体としてのアイデン
ティティを保とうとする志向が「公共家族」の発想の中にはある。直系家族制
から夫婦家族制への移行が知実に現れるようになり、介護体制を担うものとし
ての家族は衰退しつつあるが、そのような中において、 「公共家族」というフ
ィクションが意味をもって主張されるということは興味深い問題を提起しでも
いる。
一方、時間貯蓄制度と「家」制度的老親扶養には言うまでもなく相違がある。
それは、前者はいったん時間換算ひいては貨幣換算されることで、サービス提
供者に受給の権利が担保されることにある。サービスをいったん時間単位で測
定することによって、時聞を越えたサービス提供への信頼が可能となっていく。
そのような時間貯蓄制度が現れることによって、 「家」制度的老親扶養のもと
において、自分が老親扶養をしたことで、自分たちの子どもからも同様の扶養
を受けられると期待することは、規範という幻想によりかかって可能なものな
のであったということが相対化される。先にもふれたように、確かに、未来の
きをもが時間貯蓄したものを貨幣で払い出さなければ、基金鉱大は不要となる。
しかし、そのような期待が現代社会を生きる多くの人々の価値観とは異なるも
のである以上、いつか現れるかもしれない貨幣支払い希望者に備えて準備する
という社会的ジレンマを時間貯蓄制度はかかえざるをえないのである。
現実にこの制度を利用している人たちの動向はどうだろうか。時間貯蓄をし
ている人たちで、 「将来の自分のため」に貯蓄するという志向は意外に少ない
と言われている。むしろ、 「自分のため」というよりは、 「家族・親族のため」
というほうが、サービス提供への参加動員力として有効にはたらくとも言われ
る川)。そのような自分への判断と家族貝への判断との閣のダブル・スタン
ダードは、脳死や介護一般への意向についても問機の結果が確認されている。
そこには、配偶者や親族への配慮を優先するという志向、一方で自分自身が要
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介護となった場合の問題の過少評価の2要因が組みあわさっていると考えられ
る。そのような志向の延長上で、しいて異なる形でのこの制度の可能性をあげ
れば、 「自分自身の老後のため」ではなく、 r~隅地にいる老親のため」にサ
ービスの時間貯蓄をしたいという意向に応えることであろう。結婚で地方から
都市にでてきた実の娘が、都市でサービス提供をし、その時聞を田舎の実親へ
他者からサービスをしてもらうという利用の仕方であり、親の世話をしたいが
現家族のために田舎に戻れない人たちが、この地で他者のために働くことで、
田舎の親の世話を果たそうとすることになる。この貯蓄制度には、サービスの
時間移転としてばかりではなく、サービスの空間移転としての可能性もあると
いうことになるのである。
5.物象化された時間とその処理
1 .時間の決済
第3節、第4節において、現代社会において時間が独立変数的に主題となっ
ている問題として、サービス残業と時間貯蓄の2つの仕組みと実状を検討して
きた。本節では、それらの検討をふまえ、時間という変数の社会学的意味合い
について考察していこう。さきに「ドーハの惣劇」について考察した際、私た
ちは2つの時間のズレとその決済という視点を確認できた。サービス残業と時
間貯蓄制度においても問機の綾近をすることができる。
長時間労働たるサービス残業において、経過時間たる実労働時間と正味時間
として記録される公式時間には大きな差異があった。残業時間の過少申告をす
ることによって、サービス残業はおこなわれていないという形で2つの時間の
ズレは決済されていく。サービス残業は記録されないからこそ、概念上「サー
ビスJ残業となりうるのである。それを支えているのは、経営者側の理由だけ
でなく、労働者側の理由もあるのであった。
しかし、労働者側にも理由がある限り、いかに経営者を拘束しようとも、い
? ??
つまでもサービス残業は水面下で存続することになる。現実に発生している時
間のズレを労働者に有利に決済する方法として、ショアーは残業手当などの漕
額ではなく、休暇の取得を提案している。すなわち、超過時聞は超過勤務手当
として金銭的に補償されるのではなく、将来の有給休暇の追加時間として保証
されなければならないというのである。そこには、時聞は貨幣で支払われるべ
きではなく、時間で払われるべきだという発想がある。貨幣はその性質からし
て、さまざまな移転や分割・変換が可能であり、それがまた他者によって利用
されていく可能性があるのに対し、時聞を消費できるのは本人だけであり、そ
れを他者に韻ることはできない。そこに時間の享受が生まれるという判断があ
るのであろう。すると、そのような有給の追加時間としての代替制度のもとで
は、時聞を超過しての勤務は「お金を稼ぐ」のではなく、文字通り「時聞を稼
ぐ」ことになる。 r労働者は、いってみれば自分の残業時聞を銀行にあずけ、
蓄積することができるというわけであるJ [Schor，1992 = 1993:204]。シヨア
ーは、形式は異なるが、労働場面における時間貯蓄制度を提案していることに
もなる。
しかし、日本の現状は、有給休暇さえ完全消化しきれない状況であり、さら
に、休日出動をした分の代休についても、 「休日買い」として、それをお金で
買ってもらいたいという要望が労働者から提案される場合もあるのである。現
時点では、シヨアーによる組過時聞を時聞によって決済しようとする提案には
実施条件が重っていないと言えよう。
緬祉サービスにおける時間貯蓄制度のほうはどうか。この制度にいたる前段
として、それらの住民参加型団体が作りあげてきた方策は、福祉サービスの提
供に貨幣を関与させるという仕組みであり、当初それ自体が批判される時期が
あった。他方、貨幣が関与することで、依頼しサービスを利用する方としても
気がねがなくなり、提供する方も善意を前面に押し出す気はずかしさを払拭で
きるというプラス面も指摘された。それは、従来、介護が家族内部で人格的関
係として行われ、その良さとともに逃れ難い重さをもってしまっていたという
ことだろう。そのような従来の状況に対して、貨幣を介在させた仕組みをつく
ることは、 「貨幣によって人は人格的な自由と保留とを何ら放棄することを必
要とされずに他者と結合することができるようになるJ [Simmel，1922=1978 
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:108Jことなのでもあった。これらの団体の取組みは、家族内でおこなわれ
ていた超過時間としてのケア労働を私的なものから社会化されたものへ変える
効果を果たし、その際、貨幣がその変化を媒介として支えたことになる。その
ような段階をこえて、次のステップとして、時間貯蓄制度が構想された。この
制度においては、サービス提供された時聞は、その時点では決済されず、将来
において、他者からのサービス提供時間として決済されるということになる。
そこでは、サービス提供の対価が直媛には貨幣換算されず、形式的には時間数
のみで担保されていく。
現代社会における独立変数としての時間に着目するために選ばれた、サービ
ス残業と時間貯蓄制度という社会現象は、はからずも、その状況と対策におい
てきわめて類似した構造をもっている。 2つの事象での、時間超過は、前者に
おいてはサービス残業時間そのものであり、後者では家族内での私的におこな
われるケア労働の時間である。その超過時閣を形式的に決済するために、前者
では過少申告が、後者では家族内での親密性規範が用いられる。しかし、その
ような形式的な時間決済ではなく、実質的な時間決済を確保するために、前者
では残業手当の増額が、後者ではケア労働の社会化とそれへの金銭支払いが志
向されることになる。しかし、前者では貨幣支払以上の実行性を保つために追
加休暇取得という時間保証が提案され、後者では未来の他者からのサービス提
供を受けるための時間貯蓄が構想されている。最終的な提案はともに、時聞を
時間で決済するという方法であった。両者での提案の違いは、前者では、保証
される時聞が自己の自由時間であるのに対して、後者では、保証される時闘が
他者のサービス拘束時間になることである。
福祉サービスでの時間貯蓄制度は現在進行中のものであり、労働窃面での時
間保証よりいちはやく施行されている。しかし、時聞を時間で保証するという、
そのような時間貯蓄制度の決済を現実的に可能にしているのは、将来の他者の
時間を拘束できる貨幣の裏づけによるものであった。なぜなら、貨幣には「そ
の具体性と冷ややかな量的規定とによって質的な生活価値の流動性に対して、
ある支えと精神的な救済を与えるJ [Simmel，1922=1978:58Jカがあるからで
ある。時間の決済は貨幣との関連のもとで再度考察しなければならない。
。 。
2.時間・貨幣・信頼
時間と貨幣の関係を問おうとすると、まず第 1に、 「時は金なり (Timeis 
Money) Jという表現に凝縮されているように、時聞は貨幣をメタファーと
する関係として位置づけられる。 r時間稼ぎJ r時間の節約J r時間の浪費」
などというように。そのような比喰が可能になるのは、時間と貨幣が明確な単
位というものによって構成されていること、しかもその単位が均質なものとし
て想定でき、その結果計量可能なものとして扱われることにあると言えよう
[瀬戸，1995]。その事実は、トンプソン (Thompson，E. P.)に次のように
言わしめる。 r時聞はある種の通貨になってしまった。それは〈過ごす〉もの
なのではなく、 〈費やす〉ものなのであるJ [Schor，1992=1993:68]。その
指摘は、時間と貨幣のメタファー的関係をこえて、時闘がモノのように扱われ
る傾向、時間の物象化という傾向をもしめしている。貨幣の物象性というなじ
みのテーマと同様、時間の物象性というテーマもリアリティをもって射程にい
れることができる時代に突入したと言えよう。貨幣の物象性と時間の物象性を
比較すれば、前者でその度合いが強く、後者でそれが弱い。そこにも、物象化
しきれない時間というものがもっ性格を考察するためのポイントがあろう川。
時聞は、貨幣との単なるメタフアー的関係から、物象化という共通土俵にのぼ
るような位置におかれることになった。時聞を独立変数としてとらえようとす
る本稿の試み自身が、その物象化をしめす結果にもなっているのである。
第2に、そのような物象化を通じて、時聞は貨幣によって処理・決済される
という関係が現実のものとなってくる。その内実の概略は本稿の2つの事象で
しめしてきた。話を一歩進めよう。福祉サービスの時間貯醤制度の実情におい
て、その時間の決済を可能にしているのは、貨幣によって担保されているとい
うことであった。そのことは、背後になんらかの根拠をおくことによって、私
たちはそのものの価値を認めるという思考様式をしめしている。では、貨幣の
価値自身はどのように担保されるのだろうか。周知のようにマルクスは貨幣の
価値を、ぞれが金と交換可能なことによって担保する。そして、その金は労働
生産物として価値をもつのである。そのような論法に対して、近年新たな形で
価値形態論を論ずる岩井克人は「貨幣とは貨幣として使われるものである」と
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して、背後に実体論的な根拠をおく発想をしりぞける[岩井，1993]。貨幣と
は未来永劫において貨幣として使われつづけていくという期待によってのみ支
えられているとされる。貨幣は無限の未来において決して決済されることのな
い信用によって根拠づけられているのである。信用を無限に先送りする構造が
そこにはある[岩井，1994J (10)。
そのような貨幣自身の無線拠性が謙治される現代において、時間について次
のような問題が提起されることになる(11)。時間を貨幣に頼らずに時間自身と
して決済し、担保することができるのか。貨幣と異なり、時聞をそのままのも
のとして信頼することができるのか。そのことは、時間貯蓄制度の構想を、完
全に時間だけによって構築することにつながる。そのためには、未来永劫にお
いて誰も支払いを請求しないという相互関係への信頼が必要になる。貨幣を裏
づけとせずに、複数の世代聞において時間貯蓄を担保していくとすれば、その
可能性を人々同士の信頼によらざるをえない。ジンメル (Simmel，G.)は
「信頼は立証と反駁の問題の彼岸にある」と述べた[Simmel，1912=1981:伺]。
信頼とは、目に見えないあるいは自覚化されないながらも、本当は「命がけの
跳鑑」であるのかもしれないのだ。時間貯蓄制度が信頼のみによって可能とな
るとすれば、それは制度への信頼ひいては信仰によってもたらされると言える
のかもしれない。自我への信念、他者への信頼、神への信仰を同質のものとし
て論ずるジンメルの議論はここにおいて、その妥当性をしめすことになる。
本稿の2つの事象に戻してみよう。サービス残業に対する時間決済によって
解放された人々が保証された自由時聞を使う対象として、 「他人に与える時間」
たる育児・介護などのケア労働を選ぶとするならば、解放された時聞が「時間
貯蓄」制度によって他者拘束時間として回収されてしまうという皮肉な速闘が
生みだされるのかもしれない。他者の時聞を支配するということ、他者との時
間の共緩のなかで生きるということ。物象イじされた時間は、人間関係の再編成
を担う媒体ともなりうる。 r貨幣において、形式的にはもっとも従順な客体を
もつが、しかし貨幣をそのようなものとするまさにその理由からして、つまり
は貨幣の完全な空虚性によって、同時に、もっとも従順でない客体をもつこと
になるJ [5泊四el，1922=1978:79J 0 r貨幣は人間と人間との聞の関係、相E
依存関係の表現であり、その手段であるJ [Simmel，1922=1981:201J。貨幣
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において指摘される、そのような言い方が、物象イじされた時間の性質にも適用
されるとしたならば、空虚であるはずの時聞を、どのような人間関係を彩るも
のとして構想していけるのか。それらは、論理的問題として、また経験的問題
として今後に聞かれている。
全体をまとめておこう。サッカーにおいて意図的に「時聞を稼ぐ」行為は
「遅延行為」として禁止されている。しかし、どうしても不可抗力的に行使さ
れてしまった時聞は、ロス・タイムとして後に試合時聞を超過させて決済する。
サービス残業問題とは、支払われるべき残業時間に手当が支給されないことか
ら発生するものであり、本来仕事をせず自分のために使えるはずの時聞がロス
・タイム化しているにも関わらずに、後に補境・決済されないという問題であ
る。手当の支払という時間決済の方法もあるのだが、それでは残業時聞は減少
しないと予想されるため、それを解決する方策のひとつとして、超過時間に対
する有給休暇の保証が提案されるのであった。サービス残業でロス・タイムイじ
した自分の時間を自由時間で保証されるというのは、時聞を時間で補演すると
いうサッカーでのロス・タイム分の時間超過という方策と同じものになる。ま
た、福祉サービスの時間貯蓄においては、ケア労働として使われた時聞が従来
は無償の家族内介護としてサービス残業的な取扱いをされていたものを、第 1
段階として貨幣による支払で時間決済されたものをさらに進めて、第2段階と
して時間そのものとして決済しようとするものであった。ここでもケア労働で
ロス・タイム化した時聞がサッカーでのロス・タイム同様、時間で補模される
という仕組がある。ただし、その補填時聞は他者によるケア労働という目的の
限定されたものであった。それぞれのロス・タイムに対して、サッカ戸では試
合時聞が、サービス残業への対策では自分の自由時聞が、時間貯蓄制度では他
者のケア労働時聞が保証されることになる。それを担保するのは、サッカーで
は「教会の時間」たる審判の権威であり、サービス残業への対策や時間貯蓄制
度では「商人の時間」たる貨幣であった。そこにおいて、後者での時間決済手
段としての貨幣に変わるものとして、時間そのものを私たちは信頼することが
できるのかという問題設定が浮上してくる。サッカーにおいて可能となってい
るもの、意外にも、それが私たちの思考実験の対象となってくるのである。
独立変数としての時間への社会学的媛近の可能性をしめす本稿の目的はここ
-21-
で終わる。 rドーハの悲劇」から時聞の超過・時間の決済という観点をえ、そ
の観点をサービス残業、時間貯蓄制度に応用して考察してきた私たちは、ここ
において、時間・貨幣・信頼の連関という問題のスタート地点にようやく立っ
たことになる。
〈注〉
(1)スポーツ文化治的には、前者がイギリス型、後者がアメリカ型と言われる湯合もあ
り、スポーツの性絡が国民性のもとで比較されることがある。メンバーチェンジと
いう制度の有無においても同様の比較がなされている〔中村，1989]。また、開始
点・終結点の時間の鯛聾や時計の統合という問題に歴史社会学的に取り組んだもの
として[武笠，1鋭掬]がある。
(2) r教会の時間」的な審判判断のスポーツの中でも、ラグビーよりサッカーにおいて
ロスタイムがとりわけ問題化しやすい。それは、後者のほうが試合全体を通じて得
点がはいりにくいため、わずかなロスタイムでの得点でさえ勝敗を決定的に左右す
るからであろう。
(3)判定者たる審判によってロス・タイムが行使されるためには、当然、 90分の時間内
にそれに該当すると考えられる事象がおこっている必要がある。実際、 「ドー ハの
惣劇」の場合、その後のマスコミ報道で、日本一イラク戦ではロス・タイムに敵当
する何があったかがチェックされ、観客が投げた空きカンの処理に審判が費やした
時間として確認されている。
(4)言うまでもなく、マルクスによる剰余価値生成の理解も、労働力の維持費用と労働
の創造性との差異を時間のズレ=不払い労働として把湿することに基づいている。
19世紀半ばにおいて、日賃金が固定されており、追加労働が無償であったことから、
エ渇主たちは時計を朝には早め、夜には遅らす「数分間のこそどろ」を試みていた
とされる [Marx，1867=1954J。サービス残業は、マルクスのこの論理を
潜在的にではなく、顕在的におこなっていることだとも言えよう。
(5)筆者がある会社貝から聞いたところでは、 「会社において午前9時から午後9時ま
。????
でいるのが当然のことであり、午後5時に帰ることは量初から念頭にない。したが
って、 5時以降が〈残業〉であるという自覚もない」と言う。 r会社主義」社会・
日本の現実には、官公庁や研究者が指摘する意味での〈残業〉は存在しないかのよ
うな側面もあるのである。
(6 )家事労働が非市湯サービスとして国民総生産 (GNP)の計算外にあることは、経
済学では、ある男性が彼の家政婦と結婚すれば国民総生産が減少するとして、皮肉
まじりに指摘されることがある。
(7)このことは、厚生省が1997年からの導入を検討している介護保険制度に対して、保
健・福祉のサービス供給の絶対量が不足している以上、いかに現金給付を充実させ
ても意味は薄いとする蛾論とも類似する。
(8)アメリカ・ミズーリ州での同様の制度に関する綱査において、時間貯蓄の利用予定
については(複数回答)、 r;本人のためJ49.6%、 「自分自身が介麓者である湯合
のためにJ31.6%、 「親類にJ24.8%、 「計画なしJ24.4%であった。アメリカで
は、特別の報酬なしでも他人につくすボランティアが根づいてもいるので、見返り
のあるこの制度とアメリカ人的価値観とをどう網整するかは重要な問題
でもある[オザワ・ハウエル，1995]。
(9)この視点は、シンポジウムのコメンター若林幹夫氏(筑波大学)の示唆による。
(0)価値形態論への社会学的後近を試みた近年の考察として、 [早川，1989]をあげて
おく。
(11)このような問題への異なる回答として、 19世紀の社会主義者オーエン (Owen，R.) 
が、貨幣の廃絶をめざし、生産者が労働紙幣を媒介に生産物を直後交換するための
全国公正労働交換所を股立しようとしたことも想起されてよかろう。
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